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1．差別化システムと研究の目的
1.1.　研究の背景
差別化システムは資源ベース論（Resource-Based View、以下 RBV）を理論的なベースと
し、それを発展させたものである（根来 , 2004）。資源は活動を通じて差別化をもたらすこ
と、また、「『資源、活動、ターゲティング・差別化』という３つのレイヤーの連結性を高め
る」ことで模倣困難性が高まることを主張している。これは、近年の RBV、ケイパビリティ
に関する研究とも一致した主張である (1)。
本差別化システムはビジネスシステムの一つの分析手法と位置付けられる (2)。企業の競争
優位性は製品・サービスの差別化だけではなく、事業の仕組みの差別化によってもたらされ
る場合がある（加護野 , 1999; 伊丹 , 2003）。差別化システムでは、RBV の視点を踏まえ、個
別企業の競争優位性の分析をビジネスシステムレベルで行うものである (3)。
しかし、差別化システムの理論的基盤となる RBV の研究は、すそのが広く、資源に対し
ても多様な主張がなされている。また、コンピタンス、ケイパビリティ、ナレッジ等、RBV
に関連する研究も多数あり、差別化システムを分析フレームワークとして利用する際に、こ
れら研究成果との関係を明確にしておく必要がある。
同時に、差別化システム自体はある時点の差別化の仕組みを切り取った静的なものであり、
その変化がもたらされた要因を示すことが難しい。本稿では、資源の変化に着目したダイナ
ミック・ケイパビリティ論（以下 DC）の考え方を差別化システムに適応することにより、
その変化をどのように捉えることが可能か分析の枠組みを示していきたい。
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以上、RBV、DC 等の既存研究と差別化システムの関係を明らかにすることにより、差別
化システムにおける各構成要素の定義の詳細化と、差別化システムの変化に対するモデル化
を試みる。本稿で定義した分析フレームワークは今後の事例研究の前準備となる。最終的に、
本フレームワークを用いることにより、短期的な優位性ではなく持続的な優位性を維持する
ためには、企業は単純に経営環境の変化（機会や脅威）に反応しているのではなく、内部の
資源やそれが組み合わされた活動の相互作用を通じて、競争環境に対する独自の仕組を経路
的に構築していくことを示していきたいと考えている。
1.2.　差別化システムの概要
議論の前段階として、まず、差別化システムの主な主張について整理する。
根来 (2004) は、「差別化を実現するためには、ある活動を行う必要がある。高い水準で活
動するためには、競争相手より優位な資源が蓄積されていなければならない」と主張する。
ここで、差別化は競争企業に対する優位性、すなわち、他社と比較して優れた業務的パフォ
ーマンス（それは、財務的な優れた成果につながる）と置くことができる。差別化システム
は、この優位性を説明する資源と活動、および要素間の関係を示すフレームワークである
（根来・向 , 2007）。
差別化システムは、資源、活動、差別化の３つのレイヤーで階層化されている。根来
(2004) は、各レイヤーの役割について、「企業が差別化を実現するためには、資源のレイヤ
ーでは要素資源の模倣困難性と資源間のシナジーを追求する。活動では、要素活動の効率向
上と活動間のシステム性の構築が重要になる。これらを統合して、差別化では、ターゲット
顧客に対するインパクトの追求と差別化の全体的整合性を求める必要がある」と述べる。こ
こで、資源は蓄積可能な「ストック」を意味する。対して、活動は繰り返すことをやめた時
に消滅する「フロー」である（根来 , 2004）。差別化システムでは、ストックとしての資源と
フローとしての活動を区別して捉えており、言い換えると、資源と活動は差別化に対して異
なる性格を持ち、分析対象として分けて検討する必要性があると言える。
差別化システムでは、「資源」「活動」「差別化」という三つの階層において、分析対象と
なった要素が相互に矛盾することなく、三位一体構造で「模倣困難性」がどう実現できてい
るか、そしてどう「模倣困難性」を追求するべきかを分析するモデルと言える。つまり、差
別化は、RBV で言う価値ある希少な資源があれば達成できるものではなく、その資源を使う
「活動」によって成立している（根来 , 2008）。すなわち、「『資源、活動、差別化』という３
つのレイヤーの連結性を高めることによって、差別化システムの全体としての模倣困難性は
さらに高まる」（根来 , 2004）。加えて、競争優位の維持のためには、これら因果モデルの
「繰り返し性」が前提になっている（根来 , 2008）ことにも注意が必要である。
なお、ある差別化に、すべての資源と活動が一様に影響しているわけではない。あるひと
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つの差別化項目に着目すると、影響度の高い部分システムを分離できる。これを「仕組」を
呼ぶ。「仕組」は、「ある経営資源とある自社活動が結びついてできあがる『ビジネスシステ
ムの部分システム』」（根来 , 2008）と定義でき、差別化システム内には１つ以上の仕組が存
在する。
向（2009）、根来・角田 (2009)、Mukai and Negoro（2010）等の研究において、具体的な
企業を対象に、企業のビジネスシステム全体から、差別化、また優れた業績がもたらされる
要素を資源、活動として抽出し、差別化の構造について分析を行ってきた。これらの研究を
通じ、企業の競争優位性を理解する分析フレームワークとしての有用性を確認してきた。
1.3.　差別化システムの課題と本稿の内容
差別化システムは、ある企業のビジネスシステム全体から、ある時点の差別化の構造を切
り取ったものである。複数の時点の差別化システムを分析することにより、その時点々々の
変化を追うことが可能であるが（根来・向， 2007 等）、なぜそのように変化していったのか
を捉えることは難しい。
根来（2008）は、「成功を経験した企業は、自社を成功に導いた『仕組』を更に強化して、
成功を継続させようと努力する。そのためには、仕組を維持・強化する「システム」が必要
である。」と述べる。また、「よい維持・強化システムを持つ企業は、自社の仕組の自己強化
に成功し、よい革新システムを発動できた企業は、環境変化等に対応できる（維持・強化シ
ステムが不断に動き続けるものであるのに対して、革新システムは、変革の時点で一時的に
発動されるものである）」と述べる (4)。
ここでは、ビジネスシステムの変化につては、現在のビジネスシステムが維持・強化され
るケースと、環境変化などに対して革新的に変更される場合の２つのケースがあることを示
唆しているが、その理論的な基礎については今後整備していく必要がある。これら、差別化
システム、また仕組の変化を、既存の研究成果を踏まえどのような分析の枠組みでとらえる
ことが可能か、これをモデル化することが本研究の目的である。
本稿では、まず差別化システムと RBV、また RBV に近接する研究との関係を整理する。
整理を通じて、資源、活動、またその要素間の関係について、その特徴を明らかにし、定義
の詳細化を行う。続いて、資源の変化に関する DC の研究成果をどのように差別化システム
と関係づけることができるかについて述べる。結論を先取りすると、差別化システムに変化
をもたらす要因として、差別化システム内部からの変化と、差別化システム外部からの変化
に分けることができる。それぞれの作用について特徴を述べ、最終的に、資源、活動の変化
に対する分析フレームワークを構築する。
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2. 資源ベース論、ルーティーンと差別化システム
2.1.　資源ベース論と資源の多様性
RBV では企業の競争優位性を内部の資源に求める（Barney,1991）。つまり、資源の異質性
が、企業の競争優位、企業パフォーマンスの差を生むという主張である。また、価値ある資
源が容易に企業間で移動できない場合、競争優位の持続性をもたらす。
Barney(1991) は、「資源とは、企業内で管理される、全ての資産、ケイパビリティ、組織
プロセス、企業の特性、情報、知識等が含まれ、企業の戦略推進への着手、または推進を効
率的、効果的に推し進めるもの（firm resources include all assets, capabilities, organizational 
processes, firm attributes, information, knowledge, etc. controlled by firm that enable the firm to 
conceive of and implement strategies that improve its efficiency and effectiveness）」と述べる。
同時に、Barney(1991) は、このような持続的な競争優位をもたらす資源の属性を VRIN のキ
ーワードで示している。VRIN とは、価値があり（Valuable）、希少で（Rare）、企業間で模
倣が難しく（Imperfectly imitable）、他で代替できない（Non-substitutable）の４つの属性を
示している。
Barney(1991) の論文発表以降、これら４つの属性をベースに、多くの研究者によって資源の
検証がなされてきた（Barney and Arikan, 2001）。ただし、候補となる資源は非常に多様なもの
が指摘されている (5)。これは、VRIN の属性に当てはまる資源には、有形（tangible）なものだ
けでなく、無形（intangible）なものも含まれる（Barney, 1991 等）こととも関係している。その
ため、物的なモノだけでなく、ノウハウや経営者の能力など様々なものが指摘されており (6)
（Barney and Arikan, 2001; Newbert, 2007）、依然として競争優位の要因となる価値がどのようにも
たらされるかについてはブラックボックスのままであるという批判もある（Prime and Butler, 2001）。
このように具体的な資源については、研究者により様々なものが挙げられており、また有
形なモノだけでなく、ブランドや組織能力、知識など無形のものも含まれていることから、
多数の RBV に近接、また RBV から枝分かれした研究も多数ある（図表１参照）。
「資源」　Wernerfelt （1984）、Barney （1991）
「ケイパビリティ」　 Stalk, Evans, and Shulman（1992）、Dosi et al.（2000）
「コア・ケイパビリティ」　 Leonard-Barton（1992） 
「資源とケイパビリティ」　Grant（1991）、Peteraf（1993）
「ストラテジック・アセット」　 Amit and Schoemaker （1993）
「ナレッジベース」　Grant（1996）
「コア・コンピタンス」　 Prahalad and Hamel （1990） 
「コンピタンス」Andrews （1971）
「ダイナミック・ケイパビリティ」　Teese et al.（1997）
図表１　RBVと RBVに近接した研究例
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Newbert（2007）は、近年の RBV、また関連する研究内容では、有形のアセットより、無
形の資源やケイパビリティに重きが置かれている傾向があると述べている。ここでは、人的
な知識や組織プロセスが着目されている。実際、多くの企業において、有形のアセット（工
場、立地等）だけでは、規模の経済性を勘案しても、物的資源と企業の競争優位性との関係
を説明するが難しい場合が多い。このため、図表１からも近年の研究領域は、より企業固有
の「組織的な活動に組み込まれた無形資源」に着目する傾向にあり、ケイパビリティやコ
ア・コンピタンス、またその基礎となるノウハウ、ナレッジ等の重要性が指摘されている。
このように、資源の示す範囲についても、Barney(1991) が示す VRIN も属性を持つものは
全て資源とする文献もあるが、多くの研究は資源と組織の能力であるケイパビリティやコン
ピタンスを区別して取り扱っている。分析モデルの構築においては、ノウハウ、ナレッジ等
の無形資源や、それが組み込まれたプロセスを含めて全て資源と一括するのは、分析の手法
としては大くくり過ぎると考える。「ストック」されるアセット的要素と、「フロー」として
のプロセス的要素に分けて分析を進める必要があるという仮説が設定できる。
本稿では、資源とケイパビリティを分けて定義する文献に着目したい。RBV の文献では持
続的競争優位をもたらす企業内部の要因を全て「資源」として表す考え方（Wernerfelt, 
1984; Barney, 1991）に対し、いくつかの研究では、「資源」と「ケイパビリティ」に二分し
て（Grant, 1991; Amit and Schoemaker, 1993; 根来 , 2004 ）議論がなされている。ストックと
しての資源、フローとしてのケイパビリティの概念は研究者によってどのように区別されて
いるか確認しておく。図表２に資源、図表３にケイパビリティの主な定義を示す。
◆　　　 Grant（1991） 　生産プロセスへのインプット
Resources are inputs into the production process - they are the basic units of analysis. The individual 
resources of the firm include items of capital equipment, skills of individual employees, patents, brand 
names, finance, and so on.
◆　　　 Amit and Schoemaker （1993）　企業で保有しコントロールするストック
The firm’s Resources will be defined as stocks of available factors that are owned or controlled by the firm. 
Resources are converted into final products or services by using a wide range of other firm assets and 
bonding mechanisms such as technology, management information systems, incentive systems, trust between 
management and labor, and more. These Resources consist, inter alia, of knowhow that can be traded (e.g., 
patents and licenses）, financial or physical assets （e.g., property, plant and equipment), human capital, etc.
◆　　　 Barney and Arikan（2001）　基盤的な財務、物理的、個人、組織資本
distinguish between resources and capabilities by suggesting that resources are a firm’s “fundamental” 
financial, physical, individual, and organizational capital attributes, while capabilities are　those attributes 
of a firm that enable it to exploit its resources in implementing strategies.
◆　　　 Helfat and Peteraf（2003）　組織が保有、コントロールし、半永久的に利用できる資産または生産への投入物
A resource refers to an asset or input to production (tangible or intangible) that an organization owns, 
controls, or has access to on a semi-permanent basis. An organizational capability refers to the ability of 
an organization to perform a coordinated set of tasks, utilizing organizational resources, for the purpose of 
achieving a particular end result.
図表２　資源の定義
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◆　　　 Grant（1991）　タスクまたは活動を推進するための資源の組み合わせ能力
A capability is the capacity for a team of resources to perform some task or activity. While resources 
are the source of a firm’s capabilities, capabilities are the main source of its competitive advantage.
A capability is, in essence, a routine, or a number of interacting routines. The organization itself is a 
huge network of routines.
◆　　　 Amit and Schoemaker （1993）　リソースを配置し、組み合わせ、組織プロセスを利用して、求められる
目標に達成する能力
Capabilities, in contrast, refer to a firm’s capacity to deploy Resources, usually in combination, using 
organizational processes, to effect a desired end. They are information-based, tangible or intangible 
processes that are firm-specific and are developed over time through complex interactions among the 
firm’s Resources
◆　　　 Bharadwaj（2000）　価値ある資産を集約し、組み合わせ、配置する組織能力
While resources serve as the basic units of analyses, firms create competitive advantage by 
assembling resources that work together to create organizational capabilities. Capabilities, thus, refer 
to an organization’s ability to assemble, integrate, and deploy valued resources, usually, in combination 
or copresence (Amit and Schoemaker 1993; Russo and Fouts 1997; Schendel 1994). 
◆　　　 Dosi et al.,（2000）　意図したアクションの結果をもたらす信頼できる能力
To be capable of something is to have a generally reliable capacity to bring  that  thing about as a 
result of intended action. Capabilities fill gap between intention and outcome, and they fill it in such a 
way that the outcome bears a definite resemblance to what was intended.
◆　　　 Barney and Arikan（2001）　戦略実現に向けた資源を開発することを可能にするもの
distinguish between resources and capabilities by suggesting that resources are a firm’s “fundamental” 
financial, physical, individual, and organizational capital attributes, while capabilities are those 
attributes of a firm that enable it to exploit its resources in implementing strategies.
図表２、３の定義から、いくつかの研究において資源とケイパビリティは区別して議論が
なされている。資源はストックまたはインプットとしてのアセット、ケイパビリティは、資源と
組み合わされた組織プロセスや活動、または能力（ability, capacity）として示されている。
例えば、Amit and Schoemaker(1993) は、リソースを、「企業で保有、またはコントロールす
るストック（”stocks of available factors that are owned or controlled by the firm”）」と定義す
る。対してケイパビリティは、「リソースを配置し、組み合わせ、組織プロセスを利用して、
求められる目標を達成する能力（“Capabilities, in contrast, refer to a f irm’s capacity to 
deploy Resources, usually in combination, using organizational processes, to effect a desired 
end”）」と述べている。すなわち、ケイパビリティはストックとしての資源が組み合わされ
た組織的なプロセスとみなされていることがわかる。以上からも、競争優位を構成する、企
業内でコントロールされる要素として、ストックとしてのアセット（資源）と、フローとし
てのプロセス（活動）は異なる役割を持つと考えられる (7)。
差別化システムの議論に戻ると、差別化システム上でも「ストック」としての資源と「フロ
ー」としての活動は区別して示されている。ここで、時間的、空間的、財務的にも比較的特定
しやすいストック（物的資産、財務的資産、人員数等）に対し、何かのトリガーをもとに発生
し、組織的な活動として表される優位的なフローとしてのプロセスはどのように特定できるだ
図表３　ケイパビリティの定義
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ろうか。フローについては、近年の RBV の研究においてケイパビリティが重視される傾向に
あるだけでなく、ケイパビリティ、コンピタンス、組織プロセス等の複数の概念からアプロー
チされており、資源を競争優位に生かすためにも重要な役割を果たすと考えられる。
優位性のあるフローを分析対象とする場合、その特定方法について整理する必要があるだ
ろう。本稿では、RBV でもその構成要素として取り上げられるルーティーンに着目し、フロ
ー（活動）の特性を明らかにしていく。
2.2.　ルーティーンと競争優位
ルーティーンは、企業の活動を形作る業務プロセスの構成要素として取り上げられている。
優れた競争力のあるルーティーンには、暗黙的なナレッジ（知識やノウハウ）が埋め込まれ
るという議論がなされており（Nelson and Winter, 1982; Levitt and March, 1988）、ルーティ
ーンは競争優位分析のための一要素として RBV の観点からも取り上げられている（Teece et 
al., 1997; Eisenhardt and Martin, 2000 等）。
ルーティーンにはいくつかの定義があるが、その理論的ベースとなる Nelson and 
Winter(1982) は、「企業の規則的で予測可能な行動パターン」と定義している。同時に、「組
織における活動のルーティーン化が、組織のある特定の業務についての知識のもっとも重要
な貯蔵庫となる」と述べられており、ルーティーンは明示的にもルール化／パターン化され
たものであることから、企業活動の遺伝子的役割 (8) も果たす。近年では、Feldman and 
Pentland(2003) により、「複数のアクターによって遂行される相互に関係するアクションの、
繰り返され認知されたパターン（repetitive, recognizable patterns of interdependent actions, 
carried out by multiple actors）」と、より精緻な定義がなされている。
このようなルーティーンに関する研究成果をまとめ、Becker（2004）はルーティーンの特
徴を以下のように整理した。
● パターン化されている（調整されている、安定している）
● 繰り返される
● 個人ではなく組織内の共同的な活動である
● 無意識的な側面、努力的に遂行する側面の両方の形態
● 変化していく
● 文脈的であり、そのため組織固有なもの
● 経路依存的
総じて、ルーティーンは、定型化された業務プロセスや意思決定プロセスとして示される
が、ルーティーンは知識やノウハウが生かされる場でもあるため、RBV、特にケイパビリテ
ィに関する文献では、静的な資源が組み込まれ繰り返して行われる業務や意思決定プロセス
としてのルーティーンに競争優位の要素として注目されている。同時に、組織学習的な観点
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図表４　差別化システム　資源と活動の特性
から、実践を通じて知識やノウハウが生み出される場でもある。つまり、ルーティーンはイ
ンプットとしての資源を結びつける役割を持ち、かつ優位性を持つ資源を生み出す場であり、
ケイパビリティの構成要素となる。
まとめると、RBV（特にケイパビリティ）に関する研究において、ルーティーンの研究成
果がもたらす理論的貢献は大きい。複雑な組織において、第一に、ルーティーンは経験的知
識やノウハウの発生源であり（Nelson and Winter, 1982; Levitt and March, 1988; Zollo and 
winter, 2002）、第二に、暗黙的なノウハウが組み込まれたルーティーンはケイパビリティの
構成要素と考えられ（Teece et al., 1997; Eisenhardt and Martin, 2000）、第三に、個人・組織
間の調整、活動の安定性は、競争優位なケイパビリティの持続性を支えるために必要なこと
であり（Zollo and winter, 2002; Eisenhardt and Martin, 2000）、最後に、経路依存的性質は企
業の独自性としてあらわれ模倣困難性をもたらす要因となる（Teece et al., 1997; Mukai and 
Negoro, 2010）ためである。
つまり、ルーティーンは、知識やノウハウの発生源であると同時に、優れた知識・ノウハ
ウがルーティーン上で繰り返し活用されることから、競争優位の源泉として、差別化システ
ム上の重要な分析対象と置くことができる。差別化システムにおける活動の特性を記述する
ために、ルーティーンの研究成果を援用して定義の詳細化を進めることが可能であろう。
2.3.　小括　－　リソース、ルーティーンと差別化システム
以上の議論を踏まえ、性質の異なる、企業のストック的要素である「資源」と、フロー的
要素である「活動」を分析対象として区別して考えていく。以下、ストックとしてのアセッ
トを差別化システム上の資源、またフローとしてのルーティーンを差別化システム上の活動
と置き換え、資源、活動の特性を図表４のようにまとめる。
アセット（ストック的要素）→資源 ルーティーン（フロー的要素）→活動
・　資源は蓄積可能な「ストック」である。（根来 , 2004）
　　　　　　　　　↓
・　時間を通じて存在するストック。
・　 物理的な有形（tangible）なものだけでなく、企業
の信頼やブランドなどの無形（intangible）なもの
も含む。
・　 単独で存在する。ただし、活動を伴わないと企業
パフォーマンスには貢献しない。
・　 組織的なノウハウ（いかに活動を行うか Kogut and 
Zander（1992））も資源となる。ノウハウは活動を
通じた組織学習から蓄積される。
・　 活動は繰り返すことをやめた時に消滅する「フロ
ー」である。（根来 , 2004）
　　　　　　　　　　　↓
・　 なにかのトリガーをもとに存在するフロー。
・　 パターン化、繰り返される、組織的、文脈的、経
路依存的、徐々に変化する等のルーティーンの特
性を持つ。
・　 活動は単独で存在するものではなく、前後の活動
や資源を必要とする。（IN と OUT があり、その
連鎖はシステムを作り出す）
・　 ルーティーンは組織学習の源泉である。企業固有
のナレッジが蓄積されると同時に、遺伝子として
企業内で伝達されていく。
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なお、差別化システム論では資源と活動の整合性によって差別化が実現されることが述べ
られている（根来 , 2004）。図表４上は、資源では「活動を伴わないと企業パフォーマンスに
貢献しない」と述べ、活動では「前後の活動や資源を必要とする」と述べているが、これは、
戦略的な目的に対して資源と活動が整合していることを議論の前提に置き、活動に資源がう
まく組み込まれていることを付け加えておきたい。
後述の差別化システムの変化でも取り上げるが、差別化システムにおける活動については、
ルーティーンによるノウハウ蓄積の特徴を踏まえて、分析フレームワークの構築を進めてい
く必要がある。「資源」は「活動」に利用される（インプットとなる）という一方向だけで
なく、ノウハウに代表される「活動」から「資源」への逆方向の相互作用も重要な分析対象
となる。
3．ダイナミック・ケイパビリティ論と差別化システム
3.1.　ダイナミック・ケイパビリティへの着目
差別化システムはある時間断面における差別化の構造を示すものであり、その変化の内容
を追うことができない。つまり、なぜそのような差別化システムになったのかを示すことが
できない。これは初期の RBV に対する指摘（Prime and Butler, 2001）と同じ課題をもってい
る。DC は本指摘に対する理論的枠組みを示している。後述するように DC とは具体的にど
のようなケイパビリティのことを示すのかについては引き続き議論の余地があるが、本稿で
は、個別企業の分析フレームワークとして、DC の理論が差別化システムにどのように適応
できるかを検討し、分析フレームワークの中に組み込んでいく。
議論の出発点として、差別化システムの構成要素となる資源と活動の変化について確認し
たい。ここで、資源と活動は、その特性の違いからも異なる変化の様相を持つと考える。両
者の変化の特徴を以下に整理する。
まず、活動はルーティーンの変化の仕方からその特徴を捉えることができる。一般的にル
ーティーン（活動）は安定的でパターン化されているが、固定的ではなく業務の遂行を通じ
て徐々に変化していく。つまり、ルーティーンは、繰り返される特性を持つが、そもそもフ
ローは一過性のものであるため、新たな製品の製造や取引先との契約形態の変更等に応じて、
日々少しずつ変更、または改善されていくものである。
ただし、急激な外部環境の変化に対してルーティーンを見直す必要性が発生したとき、ル
ーティーンを大きく変化させることは難しい。ルーティーンは安定的であること、また他の
資源やルーティーンと結合していることが変化の障害となる。さらに、ルーティーンが過去
のノウハウやブランド等の無形の資源と結合している場合、慣性（inertia）として負の意味
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での安定性を持つ場合もある（Leonard-Barton, 1992）。
同じく、活動と比較して固定的な資源も外部競争環境の機会や脅威に対応していく必要が
ある。ストックとしての資源は大きく２つの変化のパターンが考えられる。一つ目として、
工場や店舗等に代表される、投資の意思決定によって変化するものが挙げられる。主に有形
の資産となるが、事業投資等によってブランドや特異な人材も含めて資源が獲得される場合
もある。二つ目として、ルーティーンの議論にもあったが、知識やブランドに代表される活
動を通じて徐々に蓄積されていく資源が挙げられる。これは、主に無形の資源に当てはまる。
両者に共通して言えることは、競争優位性につながるストックは容易には獲得できないし、
一度獲得すると容易に変えることができるものではないということである。
このように、徐々にしか変化できないルーティーンや、変化の難しい資源に対する環境変
化への適応性を述べたのがダイナミック・ケイパビリティ（DC）である。
3.2.　ダイナミック・ケイパビリティとは　－　組織プロセス、経営プロセスへの着目
まず、図表５に代表的な DC の定義を示す。
◆　　　 Teece et al. （1997）　内外のコンピタンスを統合し、構築し、再構成する能力
dynamic capabilities as the firm’s ability to integrate, build, and reconfigure internal and external 
competences to address rapidly changing environments 
◆　　　 Eisenhardt and Martin （2000）　新たな資源の再構成を達成する組織的、戦略的ルーティーン
Dynamic capabilities are ‘The firm’s processes that use resources – specifically the processes to 
integrate, reconfigure, gain and release resources – to match or even create market change. Dynamic 
capabilities thus are the organizational and strategic routines by which firms achieve new resources 
configurations as markets emerge, collide, split, evolve and die’
◆　　　 Zollo and Winter （2002）　組織的な活動の学習・安定化パターン
‘A dynamic capability is a learned and stable pattern of collective activity through which the 
organization systematically generates and modifies its operating routines in pursuit of improved 
effectiveness’
◆　　　 Winter （2003）　業務的な能力を拡張、修正、創造する能力
Dynamic capabilities ‘are those that operate to extend, modify or create ordinary capabilities.’
◆　　　 Zahra et al. （2006）　企業の資源やルーティーンを再構成する能力
They are ‘the abilities to reconfigure a firm’s resources and routines in the manner envisioned and 
deemed appropriate by its principal decision-maker’
◆　　　 More recently, Wang and Ahmed （2007）　コアケイパビリティを継続的に変化させる企業の行動姿勢
have defined dynamic capabilities as ‘a firm’s behavioural orientation constantly to integrate, 
reconfigure, renew and recreate its resources and capabilities and, most importantly, upgrade and 
reconstruct its core capabilities in response to the changing environment to attain and sustain 
competitive advantage’
◆　　　 Helfat et al. （2007）　目的を持って、資源ベースを創造、拡張、修正する組織能力
‘the capacity of an organization to purposefully create, extend or modify its resource base’
図表５に示した初期の代表的な研究において、DC に対する定義は多様であることがわか
図表５　差別化システム　資源と活動の特性
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る。例えば、Teece et al. (1997) は、Position、Process、Path に代表される、資源の発展プロ
セスに着目した能力について述べ、Eisenhardt and Martin (2000) は、DC を具体的な組織・
経営プロセス（アセットの調達や会社の M&A）に着目し、また、Zollo and Winter (2002) は、
組織学習におけるナレッジの蓄積・共有プロセスに着目する。それぞれ、DC の理論化のベ
ースとなる視点が異なっており、Teece et al. (1997) は資源の発展経路、Eisenhardt and 
Martin(2000) は具体的な組織プロセス・経営プロセス、 Zollo and Winter (2002) は組織学習と
ナレッジにあり、個々の視点で DC が捉えられている。
このように、DC に対する着眼点は多様であるが、共通的にいえることは、環境変化に対
する「企業の資源ベースを変化させていく組織内のプロセス（dynamic capabilities are 
organizational processes in the most general sense and that their role is to change the firm’s 
resource base）」とみなされている点にある（Ambrosini and Bowman, 2009）。ただし、「資
源ベース」とは何か、また、「組織内のプロセス」とは何かについてまで詳細化すると、研
究者により個々の議論は異なっている。
分析フレームワークの構築に際しては、「資源ベース」は RBV の定義をそのままに、差別
化システム上の資源と置くこととする。その場合、差別化システムの枠組みでとらえると、
「組織内のプロセス」については、資源と活動にどのように作用し変化させるものかを明ら
かにしなくてはならない。なお、DC の議論では、変化の対象としてのストック（資源）と
フロー（ルーティーン）を区別して議論されることは少ない。おそらく、近年の RBV 研究
の傾向同様、ルーティーンと関係の深い組織固有の知識やノウハウ等、無形の資源が着目さ
れる傾向が強いため、DC の研究者からは同一の概念内に内包した捉え方がなされていると
考えられる。ただし、分析フレームワークの構築に際しては、抽象的な定義では事例企業の
分析は難しい。「資源ベース」は差別化システム上の資源ととらえ、「組織内のプロセス」は、
資源と活動（ルーティーン）に対する作用を分けてモデルを具体化していく。
ここで「組織内のプロセス」については、DC を図表３で整理したケイパビリティの一概
念として捉えてみたい。ケイパビリティを「リソースを配置し、組み合わせ、組織プロセス
を利用して、求められる目標を達成する能力」（Amit and Schoemaker, 1993）とすると、DC
は特別なケイパビリティと捉えることができる。
Helfat et al.（2007）は、DC を「目的を持って、資源ベースを創造、拡張、修正する組織
能力（the capacity of an organization to purposefully create, extend or modify its resource 
base）」と定義しており、さらにケイパビリティを構成するプロセスに着目することで、DC
を経営プロセスと組織プロセスの２つのプロセスで捉えている。つまり、DC は、組織がど
のように変化の必要性を識別しそれに適応しているか、経営者による資源調達等の経営プロ
セスだけでなく、現場の意思決定プロセスにも現れると想定している。本稿でも、経営プロ
セスと組織プロセスを分析の視点として、差別化システムの変化に対する分析フレームワー
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クの構築を進めていきたい。
議論に先立ち、組織プロセス、経営プロセスを、それぞれ下記のように例示しておく。
経営プロセス　：
● 目標とする差別化目標の設定、中期的な計画等、経営層が行う活動
● 資源に対する投資（設備投資、事業投資等）
● 組織構造の大規模な改革
組織プロセス　：　
● 製品・サービスを生産、販売する組織活動
● 上記を支援する研究、経理、人材採用などの支援活動
3.3.　経営プロセス・組織プロセスとルーティーンの関係
DC をプロセスの視点から議論を進める前に、プロセスの構成要素であるルーティーンと
の関係性も整理しておく必要があるだろう。
ルーティーンは、パターン化、繰り返し性、組織的な活動、経路依存性等の属性を持つ。
確かに、組織プロセスはルーティーンそのものを要素として持ち、繰り返し性が強く、通常
パターン化されており、活動そのものと置くことができる。徐々に変化する環境において、
柔軟に対応可能なルーティーンで構成される組織プロセスは、変化に対する適応性が高いと
言える。
対して、経営プロセスについては、組織プロセスとの対比において、繰り返されることが少な
く、組織的な活動としてパターン化したものとは考えにくい。また、曖昧な事象を扱うため、不
確実性も高い。ここで、差別化システムの「システム」という言葉の利用意図にも、複数の要素
が体系的に構成されているということだけでなく、ある一定の制約下において結果の持続性を含
意として持つと考えると、組織プロセス（活動）は差別化システム内部のプロセスで、経営プロ
セスは差別化システムの外部のプロセスと置くのが適切である。さらに、経営プロセスは投資や
組織構造の見直し等を伴うことを考えると、差別化システムの外部から差別化システムに作用す
るプロセスとみなすことができる。
補足として、経営プロセス以外にも差別化システムに作用する活動があることを付け加えてお
く。例としてプロジェクト活動が挙げられる。業務改革等、時限的に取り組まれるプロジェクト
も経営プロセス同様、繰り返し性が少なく、組織プロセスほどパターン化されていない。
プロジェクトは経営層の意思決定をもとに発足し、資源も含めたビジネスシステムの見直
しが行われる。これらの特別な活動は、経営プロセス同様、組織プロセスを作りこむ活動の
一つであり、経営プロセスと資源・組織プロセスの変化を接続する活動と考えられる。経営
プロセスからの指示により、差別化システム上の資源を調達したり、要素間の結合を調整し
たりする、経営プロセスと差別化システムを媒介する役割を持つと考えられる。
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まとめると、差別化システムにおける活動はルーティーンをその構成要素として持つ組織
プロセスと置くことができる。つまり、組織プロセスは、ノウハウの蓄積等、差別化システ
ム内部から差別化システムに変化をもたらすプロセスと言える。また、経営プロセスは、ル
ーティーン的な属性を持つプロセスではなく、差別化システムに外部から作用する活動とみ
なすことができる。その他、ここでは深く言及しないが、プロジェクト活動を例として、経
営プロセスと組織プロセスを媒介するプロセスがあることを付け加えておく。
3.4.　小括　－　差別化システムの分析対象とDCとの関係
本節では、どのような変化を分析対象としているかを明確にしたうえで、DC と差別化シ
ステムの関係につて小括を行う。
まず、差別化システムが対象とする変化について明確にしておきたい。DC 自体は様々な環境
変化に対して議論されているが、差別化システムは全ての環境変化を分析対象とするのは難しい。
Ambrosini and Bowman（2009）は、文献のレビューを通じ、環境変化の速さにより DC に
求められる役割が異なることを整理している。資源の大胆な組み換えが頻繁に起こる経営環境
においては、階層の少ない意思決定やシンプルな事業構造を作ることが重要となる。対して、
安定的な競争環境においては既存資源を頻繁に再構築する必要性は少なく、基本的に既存の資
源の拡張が中心となる。その際は、積み上げ的な活動の見直しやナレッジの蓄積が重要となる。
差別化システムは、基本的な構造の整合性・安定性を前提とする。そのため、差別化シス
テムを通じた変化の分析においては、ビジネスシステムの構造の経路的変化を分析対象と置く
のが適切だろう。資源を廃棄しゼロからの出発のような極端な変化については分析対象として
有効とは言えない。同様に、既存の資源が全く利用できない業界に進出する場合も分析の対
象外となる。ただし、向（2011）における、コンビニエンスストア業界のセブン - イレブンが
金融業界の銀行事業に乗り出したケースの分析に関して、店舗ネットワークという資源が有効
に活用され、コンビニを利用する顧客に対する有効なサービスとして機能しており、分析手法
の有効性が認められる。分析に際しては、単純に業界で区切るのではなく、（事業としてうま
くいかないケースもあるが）資源の再利用性の観点からも分析を進めていく。
次に、DC を構成する経営プロセス、組織プロセスがもたらす変化について議論をまとめる。
経営プロセスは、3.3 節で述べた、「経営プロセスは差別化システムの外部のプロセス」と
すると、差別化システムの外部から資源、活動に変化を与えるプロセスとなる。具体的には、
分析上、経営者による投資の意思決定や組織構造の変化として確認できる。つまり、外部か
らの資源の調達、再配置が中心となるため、経営プロセスによる差別化システムへの作用は
分析対象として比較的容易に捉えることが可能である。
対して、組織プロセスがもたらす変化を捉えるためには、組織学習の視点から理解を進め
る必要がある。
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　組織学習のいくつかの研究成果において、経験からの学習（learning by doing）につい
て述べられている（Levitt and March, 1988; Zollo and Winter, 2002）。ここで、学習は資源に
相当するノウハウや知識の獲得が意味されている。つまり、ある組織プロセスの差別化の強
化が意図される場合、通常ノウハウの獲得も同時に意図され、資源と活動の変化は同時に起
こる。経営プロセスが、資源への投資など、差別化システム外部からの視覚的な作用に対し
て、組織プロセスは組織プロセスによって変化がもたらされ、差別化システム内部からの暗
黙的な作用とも言える。つまり、企業内部で構築される資源は、組織プロセスが関係する可
能性が高い。分析に際しては、例えば仕組を構成する資源と活動の組み合わせ、またその相
互作用に着目することが必要となる。
　本章の議論をまとめると、DC は経営プロセスと組織プロセスからとらえることができ
（Helfat et al., 2007）、経営プロセスは差別化システムの外部から変化を促すプロセスとし、
組織プロセスは組織メンバーによって差別化システムの内部から変化を生み出すプロセスと
置く。つまり、それぞれの主体によって、経営環境に資源、活動がうまく適応し、持続的に
競争優位性が得られる場合、それぞれのプロセスが差別化システムを変化させる能力がある
と解釈することができる。
以上の議論を基に、DC を構成する経営プロセス／組織プロセスとそれぞれのプロセスが
もたらす差別化システムの変化の例について図表６に整理する。
経営プロセス 組織プロセス
プロセスの
内容
・　 経営層による投資・アライアンス（資源調
達に関するプロセス）
・　 経営課題の特定と中期経営計画の策定
・　 プロジェクトの発足
・　 社内外のステークフォルダーの調整
・　 新製品、サービスの開発プロセス
・　 新たな取引形態への対応プロセス
・　 業務の効率化
・　 新たな生産ラインの立ち上げ
特徴 ・　 主に経営層の意思決定
・　 ビジネスシステムへの大きな変化を伴うこ
とがある
・　 内部資源の調達、配置転換
・　 投資を伴うこともあり不確実性が高い
・　 主に現場サイドでの意思決定
・　 業務プロセスの小さな変化の連続としてと
らえることができる
・　 活動を通じた資源の蓄積（経路依存的）
・　 変化の結果は過去の成果からおおよそ予想できる
差別化システム
との関係
・　 差別化システムの資源、活動を変化させる、
差別化システム外部のプロセス
・　 差別化システムの活動に相当し、漸進的な変
化を生み出す差別化システム内部のプロセス
資源、
活動変化の例
（資源　－　外部調達・再配置）
・　 外部からの資源調達（M&A 等）
・　 工場や販売チャネルの大幅な増強
・　 資産の再配置（工場の移転等）
（活動）
・　 組織構造の大幅な組み換え
・　 新たな企業間の連携
・　 経営レベルの成果の評価・見直し
（資源　－　内部構築）
・　 活動を通じた資源（ノウハウ、ブランド等）
の蓄積
（活動）
・　 新製品生産や新しい顧客との取引
・　 現場の改善活動によるルーティーンの見直し
・　 日々の取引や関係者からの依頼
図表 6　経営プロセスと組織プロセス
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なお、経営プロセスや組織プロセスは変化の「対象」について取り扱うのに対し、プロジ
ェクト活動は、変化を「どのように」推進していくかを扱うこととなる。差別化システム
の分析フレームワークの限界として認知し、媒介プロセスとしてのプロジェクト活動と差
別化システムの関係については今後の課題と置きたい。
4．分析フレームワークとしての差別化システム
以上の議論をまとめ、差別化システムにおける各構成要素の定義の詳細化と、差別化シス
テムの変化に対するモデル化を試みる。
4.1.　差別化システムの定義の詳細化
最初に、アセットとしての資源、ルーティーンとしての活動、また差別化システムの内部
から変化を促す組織プロセスの議論を受け、差別化システム内部の階層、また各階層間の関
係について定義の詳細化を行う。
差別化システム自体の定義については、根来（2004）、根来（2008）に従い、「実際のビジ
ネス活動全体から、差別化に関連する資源、活動を抜き出し図式化したもの」とし、仕組は
「ある差別化項目に対して影響度の高い部分を分離したビジネスシステムの部分システム」
と置く。
基本的な構成についても根来（2004）の差別化システムとほぼ同じ構成とする。差別化シ
ステムは、ストック的特性を持つ「資源（アセット）」、フロー的特性を持つ「活動（ルーテ
ィーン）」で構成される。また、差別化・成果の層は活動の成果をより明確にするために、
活動（業務プロセス）のパフォーマンスを示す「差別化水準指標」と財務的なパフォーマン
スを示す「財務成果指標」に分類する。活動の成果は業務機能の優位性を計るもの（非財務
的な、製品提供のリードタイムやデザイン性等）とおき、総合的な財務的成果と分離する
(9)。基本的な構成については根来（2004）の差別化システムとほぼ同じ構成とするが、分析
の説明力を増すために差別化・成果を２つの階層に分離する。
また、資源に対する、経営プロセス、組織プロセス、それぞれの作用の仕方をモデル化す
るために、外部調達資源（主に経営プロセスの作用）と内部構築資源（主に組織プロセスの
作用）に分解する。組織プロセスである活動により獲得される資源を内部構築資源と定義し、
外部から調達された資源（外部調達資源）と分離して考える。
図表７に差別化システムのモデルを図示する。
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　各階層の定義および分析時の特徴を図表８に示す。
構成要素 定義、説明
資源
（アセット）
「差別化システムを構成する、差別化に寄与する企業固有のストック的要素」
・　資源は蓄積可能な「ストック」である。（根来 , 2004）
・　差別化のためには、資源には活動が必要とする。（根来 , 2004）
・　RBV の属性（VRIN）を持つ。（Barnney,1991）
・　獲得には時間やコストがかかる。そのため模倣が困難。（Barnney,1991　他）
・　 物理的な有形（tangible）なものだけでなく、企業の信頼やブランドなどの無形
（intangible）なものも含む。（Barnney,1991　他）
・　 特に、特定や計測は難しいが、組織的なノウハウ（いかに活動を行うか）も資源に
含まれる。 (Kogut and Zander,1992）
外部調達資源 「経営者による、投資等により外部から調達可能な資源」
・　ただし、調達したままというのではなく、自社に合うように何らかの修正もある想定
内部構築資源 「企業内の活動を通じて内部的に構築・蓄積され資源」
・　企業固有度が高い
活動
（ルーティーン）
「差別化を実現するために、資源が組み込まれた組織プロセス」
・　 活動は繰り返すことをやめた時に消滅する「フロー」である。（根来 , 2004）
・　 活動はルーティーンの属性を持つ。パターン化、繰り返される、組織的、文脈的、
経路依存的、徐々に変化等。（Becker, 2004）
・　 活動は単独で存在するものではなく、前後にインプットとなる活動や資源を必要とする。
・　 ルーティーンで議論されるように、差別化に貢献する活動は組織学習を通じて得ら
れたノウハウ（いかに活動を行うか）が前提にある。組織学習通じて蓄積されたノ
ウハウは企業固有のルーティーンと切り離せないものであり、また企業内の他の活
動とも関係を持ち、容易に他社に移転できるない。
・　 資源と組み合わされた場合、模倣も難しい。
図表 7　差別化システムの再整理
図表８　差別化システム構成要素の定義と特徴
差別化システム 差別化・成果
資源（アセット） 活動（ル テーィー ン） 差別化水準指標 財務成果指標
アセットの組み込み
活動の間の連携関係
成果の因果関係
資源蓄積
仕組
外部調達
資源
組織
プロセス
組織
プロセス
組織
プロセス
組織
プロセス
外部調達
資源
内部構築
資源
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　構成要素間の関係は図表９の通り。
構成間関係 定義、説明
資源→活動 ・　活動内での繰り返し利用される。（活動に組み込まれている）
活動→資源 ・　活動を通じて、企業固有の情報が蓄積される。
・　どのようにうまく活動するかの企業固有の知識（ノウハウ）
・　ブランドや信頼感等の顧客に対する認知
・　強いパートナー企業との関係の構築
活動→差別化水準 ・　差別化水準は、活動の優劣を図る結果指標であり、活動の目的・目標となる。
差別化水準→成果 ・　企業活動を通じ、因果関係が企業内で共有されている。
（注）　 「差別化・成果→活動」、「差別化・成果→資源」の関係も予想されるが、経営プロセスとの関係が強
い。図表 10、11 に詳細を述べる。
続いて、差別化システムの外部からそれぞれの階層に作用する経営プロセスについて、フ
レームワークのモデル化（図表１０）と作用例（図表１１）を示す。資源、活動、差別化・
成果への作用は、それぞれ、資源調達・配分、組織構造、戦略＆評価を例として挙げること
ができる。また、図表９では、「差別化・成果→活動」、「差別化・成果→資源」の２つの関
係については示さなかったが、これらの関係は、経営者、または事業責任者の評価・課題認
識や意思決定をともなうプロセスとみなすことが可能である。つまり経営管理上のプロセス
とみなすことが可能であり、経営プロセスの一部と置くことができる。
図表９　差別化システム構成要素間の関係
差別化水準指標 「競合他社と比較上、競争優位性を示す、優れた企業活動から得られる業務的なパフォ
ーマンス」
・　業務機能の優位性は財務的成果と因果関係を持つ（またはその関係に納得感がある）。
・　企業が競争上意図をもって機能的なパフォーマンスの維持・工場に取り組んでいる想定。
・　例として、低コスト製造原価、高品質商品、顧客のリピ トー率、デザインの優位性　等
成果指標 「他社より優れた財務成果」
・　 利益額、利益率、シェア、株価等、企業の競争優位性を比較する指標。
・　 業界、または競争環境にある企業群によって成果指標は異なる。
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構成間関係 定義、説明
資源 ・　物理的資産の調達、廃棄の意思決定
・　心的資源の再配置
・　事業の吸収・合併
活動 ・　組織構造の変更
差別化・成果 ・　経営課題、経営戦略の設定
・　経営状況のモニタリングと評価
4.3.　まとめ
RBV は静的モデルの説明にとどまり、その課題を克服するために DC が理論化されてき
た。ただし、DC については抽象的な理論にとどまり、統計的な実証研究はいくつかあるも
のの個別企業の持続的競争優位性を分析するためのモデル化は進んでいない。差別化システ
ムはビジネスシステム視点から個別企業の競争優位性をモデル化することができるが、RBV
同様に静的モデルの説明にとどまる。差別化システムと DC の関係を検討し、刻々と変化す
る経営環境の中で、企業はどのように持続的競争優位性を持つのかを示すモデルの必要性が
高まる。
本稿では、RBV、DC 等の既存研究と差別化システムの関係を明らかにすることにより、
差別化システムにおける各構成要素の定義の詳細化と、差別化システムの変化に対するモデ
ル化を行ってきた。アセット（ストック）としての資源、ルーティーン（フロー）としての
活動について文献をレビューすることにより、特に、資源と差別化をつなぐ活動の役割につ
いて詳細化を行ってきた。また、差別化システムに変化を促す経営プロセス、組織プロセス
の２つのプロセスから、差別化システム内部／外部からの変化について仮説を提示した。
差別化システム 差別化・成果
経営プロセス
図表 10　経営プロセスと差別化システムの関係
図表 11　経営プロセスと差別化システムの関係
資源調達・配分 組織 戦略＆評価
優れた機能
パフォーマンス
組織プロセス
（自律的見直し）
競争優位性
業績
外部調達リソース
（物的資産、関係資産）
内部構築リソース
（ナレッジ、ブランド）
資源（アセット） 活動（ルーティーン）
蓄積
優位性
利用
業務機能差別化 財務成果
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合わせて、今回のモデルにはいくつかの限界があることも確認した。一つ目として、資源
を頻繁に置き換える必要がある経営環境については分析が難しい。二つ目として、プロジェ
クト活動など、変化をどのように定着させていくかについては本枠組みでの分析は困難とな
る。その意味で、差別化システムは、差別化と関係が深くとも全ての企業内での活動を包含
したものではない。
さらに三つ目として、RBV に共通した限界とも言えることであるが、明示的に顧客や競合
など、企業の業績や優位性に関係する企業外部の環境について説明することが難しい（Prime 
and Butler, 2001）。差別化システムでは、業務機能差別化層、財務成果層を設けており、本
記述は外部環境を意識したものとなるがそれを明示するものではない。
以上の限界を認知するものの、企業の競争優位を分析するためのツールとしての有用性を
失うものではないと考える。今後、事例の分析を通じて、競争優位にある企業がどのような
差別化システムを持ち、差別化システムをどのように発展していくのか議論を行いたい。
【 注 】
(1) 資源と活動の連結性に関係する研究として、Ray et al. (2004)、Pavlou and El Sawy(2012) 等がある。
(2) ビジネスシステムは、「顧客を終着点として、そこに実際に製品を届けるまでに企業が行う仕事の仕組
み」（伊丹 ,2003）、また「企業の経営資源と、経営資源から価値を生み出すための仕組みからなりたつ」
（伊丹・加護野 , 1991）と定義されている。代表的なビジネスシステムの分析手法として、Porter(1985)
のバリューチェーンがある。
(3) 具体的な分析例として、向（2009）、根来・角田 (2009)、Mukai and Negoro（2010）がある。
(4) 同様の考えとして、Leonard-Barton(1992) は、コア・ケイパビリティがコア・リジリティと変化する主
張や、O’ Reilly and Tushman(2008) の Ambidexterity（変化に対する連続、非連続の対応の両立性）の
主張がある。
(5) Newbert(2006) は、55 の実証研究論文で示された資源について調査を行った結果、資源として 26 の属
性、ケイパビリティとして 32 の属性が示されていることを示した。さらに、ある文献で有効性がある
資源が、他の文献では有効性なしと示されるケースもあるとしている。
(6) RBV の理論的源流となる Penrose（1980）も、企業を生産資源の集合体としてとらえ、その資源として、
物的資源（プラント、設備、土地、在庫等）だけでなく、人的資源（労働者、知識等）の重要性につい
て述べている。さらに経営者の能力も資源の一つと捉えている。
(7) 能力については、スキル的なアセットと、目的を達成するプロセスとが混ざった概念とも解釈できる。
本稿では、能力とスキルの関係は切り離せないとみているが、組織の総体としての一時的ではない能力
に議論の中心を置くため、個人の持つスキルについては議論の対象から外していきたい。
(8) Nelson and Winter(1982) は、ストックとしてのノウハウと、フローとしてのルーティーンを区別して
いるわけではない。本稿では、遺伝は、資源と活動の組み合わせで考える。
(9) ここでは活動の成果を、活動の直接的な業務機能の成果と、間接的、また総合的なな財務的成果を分け
て議論する。同様のモデル化は、Melville et al., (2004)、Pavlou and El Sawy(2012) により示されている。
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